
中部電力株式会社 
事象：低サイクル疲労 

浜岡３号炉－低サイクル疲労－2 

 

タイトル 接液環境にある評価対象部位の表面に施工されているステンレス鋼等の内張り

の健全性について 

 

説明 

 

原子炉圧力容器の内面で炭素鋼及び低合金鋼は，次の部分を除きステンレス

鋼等の内張りが施工されている。 

・上蓋，上蓋フランジ 

・Ｎ３～Ｎ８及びＮ10～Ｎ18 ノズル 

ステンレス鋼等の内張りの健全性については，日本機械学会 JSME S NA1「発

電用原子力設備規格 維持規格」に準拠し，定期事業者検査の炉内構造物検査と

して以下の検査を実施し異常のないことを確認している。 

試験カテゴリーG-B-1 沸騰水型原子炉圧力容器内部の構造物・取付け物 

原子炉圧力容器 容器内部 

圧力容器胴内面の肉盛（パッチ[ステンレス鋼]） 遠隔目視試験(VT-3) 

 

以 上



中部電力株式会社

事象：中性子照射脆化

浜岡３号炉-中性子照射脆化-6 Rev.1 

タイトル 低圧注入ノズルの健全性評価結果について 

説明  低圧注入ノズル（以下「N6 ノズル」という。）について，非延性破壊防止の観

点で破壊靭性上最も厳しい運転条件である耐圧試験圧力（ ）にて，

JEAC4201-2007，JEAC4201-2007 [2013 追補版]及び JEAC4206-2007 に基づき評

価した。 

【評価条件】 

・H26 年度末時点の EFPY：18.43EFPY 

・関連温度初期値：  

・化学成分(母材)：  

・板厚：t= ,1/4t 位置での深さ：a=t/4=  

・N6 ノズル部中性子束φ：  

・1/4t 位置での中性子束φ：  

平成 26年度末時点の N6ノズルの関連温度予測値の評価結果は下表のとおり。

N6ノズルの関連温度予測値（平成26年度末時点） 

関連温度 

初期値 

(℃) 

関連温度

移行量 

(℃) 

関連温度 

(℃) 

破壊力学的検

討によるマー

ジン(℃) 

最低使用 

温度 

(℃) 

※：ＫIC（静的破壊靭性値）による評価 

「原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)」に基づき，原子炉圧力容器漏えい

検査時の原子炉冷却材温度制限値の管理を実施していくことにより，原子炉圧

力容器非延性破壊防止を図り，健全性を確保している。 

なお，「原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)」による管理は，破壊力学的

検討によるマージンをＫIR（参照破壊靭性値）により評価しているため，高経年

化技術評価書における評価結果より保守的である。 

以 上
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中部電力株式会社

事象：IASCC

浜岡３号炉－IASCC－8 

タイトル ボロンカーバイド型制御棒のローラ材料である高ニッケル合金（CFA）の化学

成分及び機械的性質について

説明 高ニッケル合金（CFA）の化学成分及び機械的性質を以下に示す。 

１．化学成分［wt%］ 

炭素

シリコン

マンガン

クロム

モリブデン

コバルト

アルミニウム 

ニッケル

２．機械的性質 

引張強さ

硬度

以 上
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中部電力株式会社 
事象：IASCC 

浜岡３号炉－IASCC－10 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

制御棒の外観点検対象制御棒の選定方法，点検方法とその割れ視認性，並びに至

近の点検結果について 

 

  

 

 

説明 

 

ボロンカーバイト型の制御棒は，「点検計画（原子炉編）（運転）」に基づき，

継続使用する制御棒を対象として，以下について外観点検を実施している。 

① 10 年間で全制御棒（185 体）の 7.5％（14 体） 

② これまで点検した制御棒の最大照射量（現時点では n/cm2）を

超える制御棒がある場合 

また，点検は制御棒の構造健全性が維持できていることを確認するため，日

本機械学会 JSME S NA1「発電用原子力設備規格 維持規格」に示す VT-3 によ

り，水中テレビカメラを使用し，機器の変形，部品の破損，脱落及び機器表面

における異常の有無を確認している。 

点検結果を以下に示す。 

 

点検方法：VT-3 

点検範囲：全シース表面及びハンドル部，ローラ部 

判定基準：機器の変形，部品の破損，脱落及び機器表面における異常がない

こと。 

① 10 年間で全制御棒（185 体）の 7.5％（14 体）の至近の点検結果 

【2010 年点検】 

点検制御棒： 

S/N 85-032・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-091・・・・・・・・結果 良  

S/N 85-127・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-073・・・・・・・・結果 良 

 

② 最大照射量（ n/cm2）の制御棒点検結果   

【2006 年点検】 

点検制御棒： 

S/N 85-070・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-134・・・・・・・・結果 良 

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：IASCC 

浜岡３号炉－IASCC－12 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

現時点における制御棒の健全性及び冷温停止中における IASCC の発生又は進展

の可能性の評価内容について 

 

 

 

説明 

 

１． 現時点における制御棒の健全性 

IASCC の感受性については，高速中性子照射量に依存する傾向があり，制御

棒の点検については，照射量の多い制御棒を点検することにより，使用して

いる制御棒の全体の健全性を評価している。 

浜岡３号機で使用しているボロンカーバイト型制御棒については，これま

での点検において異常は認められていない。また，これまで点検した制御棒

の最大照射量（熱中性子）は， n/cm2であり，今停止期間まで使用

していた制御棒の最大照射量（熱中性子）は， n/cm2である。 

以上より，現在使用中の制御棒は，これまでの最大照射量を超えていないこ

と及びこれまでの点検で異常が認められていないことから，健全性は維持

できていると評価する。 

今後，これまでの最大照射量（熱中性子 n/cm2を超える制御棒が

発生する場合は，知見拡充のため点検を実施する。 

 

２． 冷温停止中における IASCC の発生又は進展の可能性 

当面の安定停止状態においては，冷温停止中であり温度が低いこと及び高

速中性子照射を受けることはないため，IASCC の発生又は進展の可能性は小

さい。 

 

   

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：共通 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－3 

 

タイトル 

 

オイルダンパのオイル及びオイルシールの取替計画及び取替実績について 

 

 

 

 

 

説明 

 

オイルダンパのオイル及びオイルシールの取替計画及び取替実績は以下

のとおりです。 

 

１．取替計画 

  浜岡３号と浜岡５号排気筒のオイルダンパは同型であり，同時期に

設置されているため，海側に近く，腐食しやすい環境にある浜岡５号

排気筒から代表機を１台選定し，「点検計画(建築編)(運転)」に基づい

た３年に１度のオーバーホールを実施しており，その点検結果を用い

て浜岡３号を評価しています。 

この点検結果より，都度，オイル及びオイルシールの取り替えの必

要性を判断しています。 

 

２．取替実績 

  オーバーホールの点検結果より，オイル及びオイルシールの継続使

用が問題ないことを確認しており，取り替えた実績はありません。 

 

添付資料３－１ 保全作業報告書（浜岡５号 排気筒オイルダンパーオー

バーホール修理） 

以 上



保全作業報告書（浜岡５号 排気筒オイルダンパーオーバーホール修理） 添付資料３－１ 
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保全作業報告書（浜岡５号 排気筒オイルダンパーオーバーホール修理） 添付資料３－１ 
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保全作業報告書（浜岡５号 排気筒オイルダンパーオーバーホール修理） 添付資料３－１ 
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浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－5 Rev.1 

 

タイトル 

 

鉄骨構造物（排気筒を含む）の目視点検結果，補修計画及び補修実績について 

 

 

 

 

説明 

 

鉄骨構造物（排気筒を含む）の目視点検結果，補修計画及び補修実績は以下の

とおりです。 

 

１．目視点検結果 

「点検計画（建築編）（運転）」に基づき点検を実施しています。点検結果

は，添付資料５－１及び添付資料５－２に示すとおりです。 

 

２．補修計画及び補修実績 

点検結果に基づき，適切な時期に補修を計画し，実施することとしていま

す。また，これまでに補修実績はありません。 

 

添付資料５－１ 保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）

添付資料５－２ 保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検） 

以 上



保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）      添付資料５－１ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）      添付資料５－１ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）      添付資料５－１ 



保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）      添付資料５－１ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 原子炉建屋他建物点検）      添付資料５－１ 



保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）        添付資料５－２ 

 

c2251174
テキストボックス
内は個人に係る情報または営業秘密に属しますので公開できません



保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）        添付資料５－２ 

 

 

T.P.6,500 

：点検対象箇所 

筒体 

アイソカイネチック 
フランジ 

上部サンプリング 
配管用スリーブ 

下部マンホール 

上部マンホール 

下部サンプリング 
配管用スリーブ 

T.P.6,000(FL±0)

支持鉄塔 

ダクト開口周り 

ダクト開口 

８工区 

７工区 

６工区 

５工区 

４工区 

３工区 

２工区 

１工区 

９工区 

排気筒点検範囲 



保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）        添付資料５－２ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）        添付資料５－２ 
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中部電力株式会社 
事象：摩耗 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－8 

 

 

タイトル 

 

地震時に想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば繰返し数は少ない，風

により想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば発生荷重は小さいとする

根拠について 

 

 

 

説明 

 

地震時に想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば繰返し数は少ない，

風により想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば発生荷重は小さいとす

る根拠については以下のとおりです。 

 

１．加力実験 

当該オイルダンパと同様な構造形式のオイルダンパを用いて，157kN の

荷重で１Hz の正弦波による 70 万回の繰返し加力実験を実施し，実験の前

後で性能に問題のないことを確認しました。 

 

２．地震時に想定される繰返し数が少ないとする根拠 

耐震裕度向上目標地震動（最大加速度 1,040cm/s2，地震発生時間 125.8

秒）におけるオイルダンパの繰返し数は，外筒及び鉄塔をオイルダンパで

連結した架構全体の１次固有周期 0.5816s の場合 217 回となります。 

以上より，実験時の繰返し数と比較して，地震時に想定される繰返し数

は少ないと判断しております。 

 

３．風により想定される発生荷重が小さいとする根拠 

再現期間 500 年の風速 を設計条件とした場合，荷重が最も大き

くなるオイルダンパ１台あたりの荷重は となります。 

以上より，実験時の荷重と比較して，風により想定される発生荷重は小

さいと判断しております。 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：摩耗 

 
浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－9 

  

タイトル 

  

オイルダンパの定期的なオーバーホールの計画及び実績について 

 

 

 

 

 

説明 

 

オイルダンパの定期的なオーバーホールの計画及び実績は以下のとおりで

す。 

 

１．オーバーホール計画 

浜岡３号と浜岡５号排気筒のオイルダンパは同型であり，同時期に設置

されているため，海側に近く，腐食しやすい環境にある浜岡５号排気筒か

ら代表機を１台選定し，「点検計画(建築編)(運転)」に基づいた３年に１

度のオーバーホールを実施しており，その点検結果を用いて浜岡３号を評

価しています。 

 

２．オーバーホール実績 

オイルダンパのオーバーホール実績は，以下のとおりです。 

・平成２５年８月 

 

オーバーホールの結果，代表機のオイルダンパに異常はなかったため，

浜岡３号のオイルダンパについても異常なしと考えています。 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－7 

 

タイトル 

 

冷温停止の維持状態で動的機能維持が必要となる機器とその理由，並びに個別

機器ごとの動的機能維持評価の記載方針（耐震安全上考慮する必要のある経年

劣化事象がある場合とない場合の評価部部位等）について 

 

 

説明 

 

 冷温停止の維持状態で動的機能維持評価が必要となる機器は，冷温停止の維

持に必要な設備のうち，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応

力編 （JEAG 4601・補-1984）」を参考に抽出している。 

 個別機器ごとの動的機能維持評価は，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象を表７－１のとおり整理し，振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もし

くは無視」できない事象及びできる事象に分類した。「軽微もしくは無視」でき

ない事象については，評価を実施し耐震安全上問題のないことを確認している。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表７－１ 冷温停止状態の維持に必要な機器の動的機能維持評価 

機器分類 理由※１ 対象機器 主な経年劣化事象とその部位 
事象 
区分 

ポンプ 
ポンプモータ 

② 

余熱除去ポンプ 
高圧炉心スプレイポンプ 
低圧炉心スプレイポンプ 
原子炉機器冷却水ポンプ 
高圧炉心スプレイ機器冷却水ポンプ 
原子炉機器冷却海水ポンプ 
高圧炉心スプレイ機器冷却海水ポンプ 

 
主軸の摩耗 
軸継手の腐食 
羽根車の摩耗 
ライナーリングの摩耗 
 

■ 

 
固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 
 

※２ 

弁 

 
 
① 
 
 

 
 
 
② 
 
 

 
 
③ 
 
 
④ 

 

 
 
給水系弁 
原子炉冷却材浄化系弁 
 
 
余熱除去系弁 
高圧炉心スプレイ系弁 
低圧炉心スプレイ系弁 
原子炉機器冷却水系弁 
高圧炉心スプレイ機器冷却水系弁 
 
 
非常用ガス処理系弁 
 
 
燃料プール冷却浄化系弁 
 

 
 
弁箱の疲労割れ 
 
 

◎※３ 

 
弁棒の摩耗 
アームの摩耗 
アームの腐食 
ギアの摩耗 
 

■ 

 
固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 
ブレーキ電磁コイルの絶縁特性低下 
 

※２ 

計測制御装置 ② 
補助継電器盤 
操作制御盤 

 
高経年化対策上着目すべき経年劣化事象およ

び高経年化対策上着目すべき経年劣化事象で

はない事象（日常劣化管理事象）なし 
 

－ 

空調 

 
② 
 
 
 
 
③ 
 

 
ファン（D/G 系間接系） 
ローカルクーラ（ECCS 間接系） 
 
 
ファン（SGTS） 
ローカルクーラ（SGTS 間接系） 
原子炉室隔離弁 
 

 
主軸の摩耗 
 

■ 

 
固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 
 

※２ 

機械設備 ② 
非常用ディーゼル機関・付属設備 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関・付属設備 

 
ピストンリングの摩耗 
シリンダヘッドの摩耗，腐食 
主軸の摩耗 
 

■ 

 
調速・制御装置の性能低下 
固定子コイルの絶縁特性低下 
 

※２ 

電源設備 ② 

高圧閉鎖配電盤 
動力用変圧器 
低圧閉鎖配電盤 
コントロールセンタ 
非常用ディーゼル発電設備 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 
１２５Ｖ充電器 

 
操作機構の固着 
しゃ断器の固渋 
電解液の蒸発・液位低下 
すべり軸受の摩耗及びはく離 
 

■ 

 
コイルの絶縁特性低下 
 

※２ 

◎：振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できない事象 

■：振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できる事象 

 
※１ 動的機能維持が必要となる理由の詳細については，以下のとおりである。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する弁のうち，その健全性を維持するために動的機能維持が必要なもの。 
② 炉心から崩壊熱を除去するために必要な動的設備。 
③ 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部拡散を抑制するために必要な動的設備。 
④ 使用済燃料プール水を補給するために必要な動的設備。 

 
※２ 耐震安全性に影響を与えないことが自明な経年劣化事象 
 
※３ 弁箱の疲労割れについて，疲労割れが生じた場合は振動応答特性に影響を与える可能性があるが，疲労累積係数が許容値１未満である

ことを確認しているため割れは発生せず，振動応答特性に影響を与える経年劣化事象ではない。 
 
 

以上 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－8 Rev.2 

 

タイトル 

 

耐震安全性評価に関する共通事項について 

 

 

説明 

 

耐震安全上考慮する経年劣化事象から除外できる以下の観点については，図

８－１に示す抽出フロー内の点線囲い部のプロセスで確認したうえ，耐震安全

上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出している。 

 

・経年劣化の進展による機器の構造・強度及び振動応答特性への影響が軽微

又は無視できるもの（機器・部位によらず機器の構造・強度及び振動応答

特性への影響が軽微もしくは無視できる電気・計装品の絶縁特性低下，特

性変化等の経年劣化事象） 

・耐震安全上の影響が軽微又は無視できる範囲にあることが点検・補修など

によって管理されているもの（日本機械学会「発電用原子力設備 維持規格 

JSME S NA-1 2008」及び日本原子力技術協会「BWR 炉内構造物点検評

価ガイドライン」に基づき，点検・評価を実施している機器の粒界型応力

腐食割れ等の経年劣化事象） 

 

これらの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出にあたって共通

的に適用している事項が明確となるように，耐震安全性評価における共通事項

の記載を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

 

 

 

 

図８－１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 

 

以 上

 

注） 
○事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象 
△事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象① 
▲事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象② 

想定されるすべての経年劣化事象 

耐

震

安

全

性

評

価

対

象

外

耐震安全性評価を実施 

YES

YES（○）

YES（◎）

NO

NO

NO
（ ）

▲事象に該当するか 

これらの事象が顕在化した
場合，機器の振動応答特性
上，又は構造・強度上，影
響が「有意」であるか 

耐
震
安
全
性
評
価
対
象
と
な
る 

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

耐
震
安
全
上
考
慮
す
る
必
要
の
あ
る

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

○事象 

△事象 

 
「現在発生しているか，又は
将来にわたって起こることが
否定できない，あるいは発生
した場合，安全上影響する」

ものか 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－９ Rev.1 

 

タイトル 

 

冷温停止の維持状態での劣化の想定期間について 

 

 

 

 

 

説明 

 

冷温停止の維持状態における劣化の想定期間は，当面の冷温停止状態におい

て発生・進展しない事象については評価時点（平成 26 年度末），冷温停止状態に

おいて発生・進展する事象については運転開始後 40 年時点である。 

 

① 炭素鋼製機器（熱交換器），基礎ボルトの腐食 

運転開始後 40 年時点までとする。 

 

② 炉内構造物，原子炉圧力容器，配管等の疲労割れ 

疲労解析に用いる過渡回数については，評価時点（平成 26 年度末）までの過

渡回数とする。 

 

③ 原子炉圧力容器の中性子照射脆化 

評価時点（平成 26 年度末）における最新の原子炉停止までの中性子照射量と

する。 

 

④ 炉内構造物の中性子照射による靭性低下 

評価時点（平成 26 年度末）における最新の原子炉停止までの中性子照射量と

する。 

 

⑤ 炉内構造物（上部格子板）の照射誘起型応力腐食割れ評価のき裂進展 

中性子照射量がき裂発生のしきい値を超過した時点から評価時点（平成 26 年

度末）における最新の原子炉停止までとする。 

 

以 上

 

 

 



 

 

劣化事象 評価対象 
劣化の 

想定期間 

 
 
 
 
 
 

腐食 
熱交換器 
基礎ボルト 

40 年時点まで

    
 
 
 
 

疲労割れ 
炉内構造物 
原子炉圧力容器 
配管等 

評価時点まで

の過渡回数 

    
 
 
 
 

中性子照射脆化 原子炉圧力容器 
最新の原子炉

停止まで 

    
 
 
 
 

中性子照射による靭性低下 炉内構造物 
最新の原子炉

停止まで 

    
 
 
 
 

照射誘起型応力腐食割れ 
炉内構造物 
（上部格子板） 

中性子照射量

がしきい値を

超過した時点

～最新の原子

炉停止まで 

    
 
 
 
 
 
 

※点線囲部については冷温停止状態の維持により事象が進展しない期間 

 

図９－１ 冷温停止の維持状態での劣化の想定期間 

▼ ▽ 

運転開始後 
40 年時点 
平成 39 年 
8 月 27 日 

評価時点 
(平成 26 年度末) 
平成 27 年 
3 月 31 日 

▼ 

最新の 
原子炉停止 
平成 22 年 
11 月 29 日 

▼ 

中性子照射量がしきい値を 
超過した時点からき裂進展開始 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－10 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

エロージョン・コロージョンの適用区分について 

 

 

説明 

 

技術評価書において用いた「エロージョン・コロージョン」は「エロージョン」

や「コロージョン」，その両者が重畳しているものに総称して用いていたが，適

用していた機器，部位を整理すると「流れ加速型腐食」又は「エロージョン」に

区分できることから，これらの区分で識別した記載に見直しを行う。 

 

以上



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－12 Rev.1 

 

タイトル 

 

表２「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安

全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果」における，炭素鋼配管の流れ

加速型腐食に対する現状保全によって管理される程度の範囲での固有振動数又

は構造・強度上の影響について 

 

 

説明 

 

炭素鋼配管の流れ加速型腐食については，平成 19 年３月以降，従来の減肉ポ

テンシャルを考慮した点検範囲・頻度の管理及び最小必要肉厚による配管減肉

管理に加え，耐震性を考慮した配管減肉管理を実施している※１。耐震性を考慮

した配管減肉管理方法の具体的な方法は，公称厚さの 75％の厚さ（以下「耐震

上の標準管理値」という。）を耐震上の管理値として配管減肉管理を行うことで

あり，この現状保全の管理方法を継続実施することにより，流れ加速型腐食に対

する耐震安全性は確保される。 

上記管理を行うことで，炭素鋼配管の流れ加速型腐食は“現状保全によって管

理される程度の範囲の進行では，機器の振動応答特性上，又は構造・強度上，影

響が「有意」”とならないため，■事象と評価している。 

なお，冷温停止の維持に必要な評価対象範囲の配管系は，FAC-1 であり，これ

までの点検実績からも顕著な減肉は認められていない。 

 

※１ 配管減肉管理（炭素鋼配管の流れ加速型腐食）の現状保全 

 

FAC-1 範囲は，酸素注入＊２により溶存酸素濃度を高く保ち流れ加速

型腐食による減肉を抑制している範囲や湿り度の低い蒸気単相領域で

あり，流れ加速型腐食の発生の可能性が低い範囲であることからサン

プリング点検により顕著な減肉が発生していないことを確認してい

る。 

 

FAC-2,FAC-S 範囲は全数点検の対象であり，これらは点検により「耐

震上の標準管理値」を満足することを確認している。また，次回の点検

時期を「耐震上の標準管理値」までの余寿命をもとに定めており，評価

期間において「耐震上の標準管理値」を満足できない場合は，取替等の

措置を行うこととしている。 

 

＊２ 酸素注入について 

酸素注入は復水系母管に酸素ガスを注入・溶解させることによ

り，復水給水中の溶存酸素濃度を基準値内に保持し，溶存酸素の作

用により機器・配管内面に安定的な保護被膜の形成を図り，防食効

果を上げることを目的に実施している。 

 

以 上



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－21 Rev.2 

 

 

タイトル 

 

後打ちアンカの評価について，設計許容荷重の設定根拠及び減肉後の応力評価

の算定根拠（プラント設計時の耐震条件含む）について 

 

 

説明 

 

後打ちアンカについては，メーカーの後打ちアンカ使用基準に基づき設計許

容荷重を定めており，この値以上の荷重がボルトに作用しないよう施工してい

ます。 

後打ちアンカ使用基準の設計許容荷重のうち許容引張荷重については，ボル

トの引張強度（設計降伏点ベース），コンクリートのコーン状破壊強度及びメー

カーの引張試験の最小破壊荷重を考慮して設定しています。 

また，許容せん断荷重については，ボルトのせん断強度（設計降伏点ベース）

を考慮して設定しています。 

 

後打ちアンカの評価にあたっては，ボルトの技術評価により想定される運転

開始後 60 年時点での減肉量（半径方向に 0.3mm）を考慮した上で，設計許容荷

重が作用した場合であっても発生応力が許容応力以下になることを確認してい

ます。 

後打ちアンカ減肉後の応力評価の算定条件及び算定結果を，添付資料 21－１

に示します。 

 

なお，Ｓクラス機器については，耐震バックチェックにおいてプラント全体と

して基準地震動 Ss（最大加速度 800 ガル）に対する耐震安全性を確認していま

す。その中で後打ちアンカを使用している設備についても耐震安全性を確認し

ており，ボルトの減肉による影響を考慮した場合であっても発生応力が許容応

力以下になることを確認しています（添付資料 21－２）。 

 

添付資料 21－１ 後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

添付資料 21－２ Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

以上

 

 

 

 

 

 



 

後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

型式 
ボルト 
呼び径 

断面積＊１ 

荷重方向 
設計許容荷重＊２ 

（kN） 
減肉後発生応力＊３

（MPa） 
許容応力＊４

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊５ 

減肉前 
（mm２） 

減肉後 
（mm２） 

メカニカル
アンカ 

M6 19.0 14.6 
引張 1.56 108 245 0.44 

せん断 0.98 67 141 0.48 

M8 34.7 28.7 
引張 2.15 76 245 0.31 

せん断 1.33 47 141 0.33 

M10 55.1 47.5 
引張 2.84 60 245 0.25 

せん断 1.72 37 141 0.26 

M12 80.2 71.0 
引張 4.51 64 245 0.26 

せん断 2.70 39 141 0.27 

M16 150.3 137.6 
引張 6.47 47 245 0.20 

せん断 3.92 29 141 0.21 

M20 234.9 218.9 
引張 11.37 52 235 0.23 

せん断 6.86 32 135 0.24 

ケミカル 
アンカ 

M12 80.2 71.0 
引張 4.90 69 245 0.29 

せん断 3.92 56 141 0.40 

M16 150.3 137.6 
引張 12.74 93 245 0.38 

せん断 8.62 63 141 0.45 

M20 234.9 218.9 
引張 18.14 83 235 0.36 

せん断 12.25 56 135 0.42 

M22 292.4 274.5 
引張 25.49 93 235 0.40 

せん断 16.67 61 135 0.45 

*1：谷径断面積 
*2：全ての許容応力状態に適用する。 
*3：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*4：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1987 による） 

・許容応力（引張）：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×245/1.5＝245MPa（d≦16mm の場合） 
・許容応力（せん断）：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×245/(1.5√3)＝141MPa（d≦16mm の場合） 
・ボルトの材質：SS400 
・設計降伏点：Sy（245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm）），設計引張強さ：Su（400MPa） 
・F＝MIN（Sy，0.7Su）＝245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm） 

*5：減肉後発生応力／許容応力  

添
付
資
料

2
1
－
１



 

Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

 

Ｓクラス機器の後打ちアンカについて，基準地震動 Ss（最大加速度 800 ガル）に対する評価例を以下に示します。 

 

 

分類 設備 型式 
ボルト
呼び径

断面積＊１ 

荷重方向
発生荷重
（kN） 

減肉後 
発生応力＊２

（MPa） 

許容応力＊３

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊４ 

減肉前 
（mm２）

減肉後 
（mm２）

機械 
設備 

燃料取替器 
ガイドプレート 
固定アンカボルト 

ケミカル 
アンカ 

M16 150.3 137.6 
引張 10.3 75 586 0.13 

せん断 10.5 77 338 0.23 

*1：谷径断面積 
*2：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*3：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1987 による） 

・許容応力（引張）：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×586/1.5＝586MPa 
・許容応力（せん断）：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×586/(1.5√3)＝338MPa 

・F＝MIN（Sy，0.7Su）＝586MPa 

*4：減肉後発生応力／許容応力 

添
付
資
料

2
1
－
２
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

浜岡３号炉－耐震－22 Rev.1 

 

タイトル 

表 3.14-4 の低圧炉心スプレイポンプ及び表 3.14-5 の原子炉機器冷却水熱交

換器の機器付基礎ボルトの腐食に対する評価の具体的内容（評価仕様，解析モデ

ル，入力（荷重）条件，評価結果を含む）について 

 

説明 

 

①低圧炉心スプレイポンプ  

 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 低圧炉心スプレイポンプは，たて型ポンプであり，基礎ボルトで十分剛な基

礎に固定されている。添付資料 22－１に構造図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

      

 

 

図 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の解析モデル 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｓ － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 ｍ 

固有周期 － ｓ 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 

ポンプ振動による震度 ܥ௣ － 

 

 

h 

D/2 D/2 
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 48 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

据付面に作用する重量 ଴ܹ kg 

ボルトの本数 n － 

引張力の作用するボルトの

評価本数 
݊௙ － 

据付面から重心までの距離 ݄ mm 

ボルトのピッチ円直径 ܦ mm 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

円形配置の基礎ボルトであるため，引張力は転倒支点から正比例した

力が作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボル

トについて計算する。 

 

図 22－２ 基礎ボルト評価の円形計算モデル 

 

引張力 

௕ܨ ൌ
ௐబ൫஼ಹା஼೛൯௛ିௐబ൫ଵି஼ೇି஼೛൯

ವ

మ
య

ఴ
௡೑஽

 

引張応力 

௕ߪ ൌ
ி್

஺್
 

 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  
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ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ௕ ൌ ଴ܹ൫ܥு ൅  ௣൯ܥ

せん断応力 

߬௕ ൌ
ொ್

௡஺್
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ 41 MPa 

せん断 ߬௕ 12 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNCM439 － 

ボルト径 ݀ 48 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ 855.29  

ܵ௨ ൌ 936.91  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ855.29	, 0.7 ൈ 936.91ሻ 

				ൌ Minሺ855.29	, 655.84ሻ 														ൌ 655.84 
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・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

଺ହହ.଼ସ

ଶ
ൌ 491.88  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

଺ହହ.଼ସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 378.65  

・せん断応力（߬௕ ൌ 12	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ491.88	, 1.4 ൈ 491.88 െ 1.6 ൈ 12ሻ 

						ൌ Minሺ491.88	, 669.43ሻ 	ൌ 491.88 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 41 ௧݂௦ ൌ 491 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 12 ௦݂ ൌ 378 MPa 
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事象：耐震

②原子炉機器冷却水熱交換器

原子炉機器冷却水熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。

１．評価仕様

（１）機器構造

 原子炉機器冷却水熱交換器は，横置円筒型容器であり，２個の脚のうち１個

は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。添付資料 22－２に構造

図を示す。

（２）解析モデル

本評価の解析モデルを以下に示す。

図 22－３ 原子炉機器冷却水熱交換器（基礎ボルト）の解析モデル

（３）耐震条件

項目 記号 入力値 単位

耐震重要度 － S －

設置建屋 － 原子炉建屋 －

設置高さ － FL -15.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － －

水平方向設計震度 － ுܥ

鉛直方向設計震度 － ௏ܥ

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。

*2：設置基礎台の高さを考慮して震度補正している。

内は営業秘密に属しますので公開できません
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

熱交換器の運転重量 ଴ܹ kg 

脚の重量 ௦ܹ kg 

静荷重（i=1） ଵܹ kg 

静荷重（i=2） ଶܹ kg 

静荷重（i=3） ଷܹ kg 

静荷重（i=4） ସܹ kg 

静荷重（i=5） ହܹ kg 

静荷重（i=6） ଺ܹ kg 

静荷重（i=7） ଻ܹ kg 

脚中心間距離 ℓ଴ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=4） ℓସ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=5） ℓହ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ଺ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=7） ℓ଻ mm 

基礎から脚の胴つけ根部までの高さ ݄ଵ mm 

基礎から胴の中心までの高さ ݄ଶ mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊ଵ － 

脚底板の長手方向に対する長さ ܽ mm 

脚底板の横方向に対する長さ b mm 

脚底板端面から基礎ボルト中心までの

距離 
݀ଵ mm 

基礎ボルトと基礎の弾性係数比 s － 
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２．評価方法 

（１）応力計算 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合 

ａ．引張応力 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合，脚底面に働くモーメント

はܯℓଵであり，ここで， 

ℓଵܯ ൌ
ଵ

ଶ
ுܥ ଴ܹ݄ଵ  

鉛直力 ௦ܲは， 

௦ܲ ൌ ሺ1 െ ௏ሻሺܴܥ ൅ ௦ܹሻ െ ℓܲ  

ここで， 

ℓܲ ൌ ுሺܥ ௢ܹ െ ௦ܹሻ
௛మି

భ

మ
௛భ

ℓబ
  

また，R はܴଵとܴଶのいずれか大きい値であり， 

ܴଶ ൌ ∑ ௜ܹ
ℓ೔

ℓబ

௝భ
௜ୀଵ   

ܴଵ ൌ ∑ ௜ܹ െ ܴଶ
௝భ
௜ୀଵ   

となる。 

 

モーメントと圧縮荷重の比を 

݁ ൌ
ெℓభ

௉ೞ
  

とすると，e が負の場合及び 

݁ ൐
௔

଺
൅

ௗభ

ଷ
  

の時，基礎ボルトに引張応力が生じ，この引張応力は次のようにして求

められる。 

 

図 22－４ 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係 
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中立軸の位置ܺ௡を 

ܺ௡
ଷ ൅ 3 ቀ݁ െ

௔

ଶ
ቁܺ௡

ଶ
െ

଺௦஺್௡భ

௕
ቀ݁ ൅

௔

ଶ
െ ݀ଵቁ ሺܽ െ ݀ଵ െ ܺ௡ሻ ൌ 0  

により求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

௕ܨ ൌ
௉ೞቀ௘ି

ೌ

మ
ା
೉೙
య
ቁ

௔ିௗభା
೉೙
య

  

となる。したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。

௕ଵߪ ൌ
ி್

஺್௡భ
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

߬௕ଵ ൌ
஼ಹௐబ

௡஺್
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ଵ 93 MPa 

せん断 ߬௕ଵ 56 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 206.09  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ206.09	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ206.09	, 270.12ሻ 														ൌ 206.09 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ଴଺.଴ଽ

ଶ
ൌ 154.57  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ଴଺.଴ଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 118.99  

・せん断応力（߬௕ ൌ 56	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 1.4 ൈ 154.57 െ 1.6 ൈ 56ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 126.80ሻ 	ൌ 126.80 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 93 ௧݂௦ ൌ 126 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 56 ௦݂ ൌ 118 MPa 

 

 

添付資料 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ構造図 

添付資料 22－２ 原子炉機器冷却水熱交換器構造図 

 

以 上
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添付資料 22－１ 

低圧炉心スプレイポンプ構造図 
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添付資料 22－２ 

原子炉機器冷却水熱交換器構造図 
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